
マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定① 外部相談窓口

【外部相談窓口の例】 労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針P.14より
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マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定② 公表資料（最低賃金の推移）

厚生労働省「平成14年度から令和６年度までの地域別最低賃金改定状況」より引用
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最低賃金 全国加重平均額
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マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定③ 公表資料（各種労務単価の推移）
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国土交通省「公共工事設計労務単価」のうち、「交通誘導員A」「交通誘導員B」の全国平
均をグラフ化したもの
※2021、2022年は、入札不調の発生状況等に応じた単価を採用している岩手県・宮城
県・福島県は除く。

公共工事設計労務単価の推移 建築保全業務労務単価の推移

国土交通省「建築保全業務労務単価」のうち、「警備員A」「警備員B」「警備員C」の全地区平
均をグラフ化したもの
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マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定④ 公表資料（各種労務単価の推移）
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毎月勤労統計調査より（8時間として計算）引用

警備員労務単価 ※各年9月の数値を比較
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警備業 建設業 建物サービス業 全業種平均

建設業 11.2%UP

全業種平均 8.7%UP

建物サービス業 12.8%UP

警備業 11.9%UP



マスター タイトルの書式設定⑤ 公表資料（企業向けサービス価格指数、物価指数の推移）

日本銀行物価関連統計「企業向けサービス価格指数」及び「企業向け物価指数」の各月データの年間平均をグラフ化したもの 5

企業向けサービス価格指数
自動車貨物輸送（金属機器工業品）

企業向け物価指数
事業用電力
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マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定⑥ 公表資料（警備員数の推移）

6

警察庁公表の「警備業の概況」より引用
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マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定⑦ 公表資料（保安職業従事者（警備業含む）有効求人倍率の推移）

7

令和６年4月 厚生労働省からの発表より引用

7.77

6.48

5.94
6.3

6.65

1.45
1.08 1.03 1.16 1.17

1

2

3

4

5

6

7

8

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

保安職業従事者 職業計



マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定⑧ 公表資料（警備料金の価格推移）
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日本銀行物価関連統計より引用
企業向けサービス価格指数（2015年基準）とは、企業間で取引されるサービスの価格変動を測定するもの
である。指数は、品質を固定した商品（サービス）の価格を継続的に調査し、基準時（2015年）の価格を
100とすることにより作成している。

企業向けサービス価格指数
※各年４月の数値を比較
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マスター タイトルの書式設定マスター タイトルの書式設定⑨ 警備員の採用、教育等にかかるコスト

このほかにも、
⚫ 警備員の募集
⚫ 定期的な指導監督（法令上の義務）
⚫ 個人情報保護に関する教育（法令上の義務）
⚫ コンプライアンスに関する教育
⚫ 業務内容に関する会社独自の教育
⚫ その他必要な教育 例：消火栓等操作方法や救助活動に必要な知識など
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【警備員教育】（警備業法第21条第2項）
• 警備業者は、警備業法上の義務として、警備員に対して教育を行う必要がある。
• 教育の内容や時間についても、警備業法施行規則で決められてる。
• 新たに採用した警備員には新任教育を、そのほかの警備員には現任教育を、それぞれ実施する必要がある。
➢ 新任教育（新たに警備員を採用した時に実施する教育）：20時間以上（※）

➢ 現任教育（現職の警備員に対して毎年度実施する教育）：年間10時間以上（※）

（※）勤務経験や保有する資格などによっては、教育が免除される場合や時間が短縮される場合があります。

警備員を採用し、業務に従事させるには、以下を実施する必要があり、そのための費用がかかる。
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